	制限業種確認書

	

	指定確認検査機関指定準則（平成２７年６月１日施行）（抜粋）

	第１ 用語の定義

	十一　制限業種　次に掲げる業種　(建築主事が建築確認を行うこととなる国、都道府県及び建築主事を置く市町村の建築物に係るもの並びに建築主事を置かない市町村の建築物に係る工事監理業を除く。)をいう。

	

	イ　設計・工事監理業(工事請負契約事務、工事の指導監督、手続の代理等の業務及びコンサルタント業務を含む。)

	　※　建築物に関する調査、鑑定業務は除く。

	ロ　建設業

	　※　しゅんせつ工事業、造園工事業、さく井工事業等建築物又はその敷地に係るものではない業務を除く。

	ハ　不動産業　(土地・建物売買業、不動産代理・仲介業、不動産賃貸業及び不動産管理業を含む。)

	ニ　昇降機の製造、供給及び流通業

	第３ 確認検査の業務の体制、方法等について

	四　機関は、次のイからニまでに掲げる者が建築主である建築物、ハからトまでに掲げる者が設計、工事監理、施工その他の制限業種に係る業務を行う建築物その他確認検査の業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがある者が関与する建築物について、その確認検査を行ってはならない。

	イ　～　ト　略（準則　第３、四号参照）

	

	

	六　確認検査員等は、次のイからニまでに掲げる者が建築主である建築物、イからホまでに掲げる者が設計、工事監理、施行その他の制限業種に係る業務を行う建築物又は判定を行う建築物その他確認検査の業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがある者が関与する建築物について、確認検査の業務に従事してはならない。

	イ　～　ホ　略　（準則　第３、六号参照）

	

	　　　　　株式会社ＹＫＳ確認検査機構　（令和５年７月１２日制定）

	当機構に該当する制限業種

	1．アトリエ・ＭⅡ

	2．安藤構造設計事務所

	3．

	4．

	

	指定確認検査機関指定準則に基づく制限業種は上記の企業は今般の工事計画において

	

	該当致しません。

	

	　　　　　　　　　　　　　　が、　該当いたします。

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

	建築主、代理人（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


